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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。  

回次 
第85期 

第２四半期連結
累計期間 

第85期 
第２四半期連結

会計期間 
第84期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成20年 
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円） 17,085,231 8,922,703 37,267,279 

経常利益（千円） 531,014 247,914 867,678 

四半期（当期）純利益（千円） 493,453 233,322 856,359 

純資産額（千円） － 2,928,436 2,512,270 

総資産額（千円） － 25,874,479 27,204,724 

１株当たり純資産額（円） － 80.42 68.99 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
13.55 6.41 23.52 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） － 11.3 9.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,020,365 － 1,571,569 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△109,867 － △70,754 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△988,571 － △2,135,654 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ 2,218,421 2,304,228 

従業員数（人） － 2,597 2,480 

2008/11/19 15:25:0208507282/長野日本無線株式会社/四半期報告書/2008-09-30



２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む）であります。 

２．臨時従業員数は総数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

２．臨時従業員数は総数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 2,597   

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 855   
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。 

２．金額は販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。 

２．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 

情報・通信機器 3,385,855 

メカトロニクス機器 2,384,069 

電源・エネルギー機器 3,174,943 

合計 8,944,868 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円） 

情報・通信機器 3,531,315 6,024,227 

メカトロニクス機器 2,217,101 2,704,080 

電源・エネルギー機器 3,226,280 3,139,280 

合計 8,974,696 11,867,588 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 

情報・通信機器 3,399,779 

メカトロニクス機器 2,352,152 

電源・エネルギー機器 3,170,771 

合計 8,922,703 

相手先 金額（千円）  割合（％）  

富士ゼロックス㈱ 1,145,284 12.8 

日本無線㈱ 1,036,000 11.6 
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２【経営上の重要な契約等】 

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

（1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、原油価格の高騰および素材価格の高止まりが継続し、更にサブプ

ライムローン問題に端を発した米国経済減速の影響から世界的に広がった金融不安による株価の下落や為替の変

動等により、民間設備投資の減少や個人消費が停滞するなど、景気は後退傾向へと転換しつつ推移しました。 

 電気機器業界においても、輸出関連製品を中心に力強さを欠くなど、厳しい環境となりました。 

 このような経済環境のもと、当社グループにとって当連結会計年度は、収益の向上を目指し事業力の強化と企

業体質の変革を遂げることを基本方針とし、平成18年度から展開してまいりました、中期経営計画「Innovate  

NJ 2008」の最終年度にあたります。計画完遂に向けて、基本戦略「事業・企業体質・人財のバランス成長」に基

づく諸施策についてスピード化を方針に加え、グループを挙げて取組んでまいりました。 

 この結果、当第２四半期連結会計期間につきましては、前年同期に比べ、複写機関連製品、通信インフラ関連

製品およびＯＡ電源等は増加しましたが、情報端末機器が減少したことなどにより、売上高は89億２千２百万円

となりました。利益につきましては、高付加価値製品の増加、生産性の向上によるコストダウンなどの効果によ

り、営業利益は４億１千３百万円、為替差損の減少および有利子負債削減等による支払利息の減少などにより、

経常利益は２億４千７百万円、四半期純利益は２億３千３百万円となりました。 

 事業の種類別セグメント業績は次のとおりであります。 

 なお、各種類別セグメントの営業損益は配賦不能営業費用控除前の営業損益であります。 

（情報・通信機器） 

 インフラに関連した放送機器や業務用無線等の通信機器および衛星関連機器等は増加しましたが、情報端末機

器については、車載用は増加したものの携帯用は従来モデルが終息時期となり減少しました。この結果、本事業

全体での売上高は33億９千９百万円、営業利益は４億１千１百万円となりました。  

（メカトロニクス機器） 

 大判複写機および高速複写機関連装置の新機種が本格的に立ち上がったことにより事務用機器が大幅に増加す

るとともに、重点事業として注力しております生産設備機器についても増加しました。この結果、本事業全体で

の売上高は23億５千２百万円、営業利益は１億８千３百万円となりました。 

（電源・エネルギー機器） 

 提携先向けのプリンタ用電源およびパソコン用電源が引き続き増加したことでＯＡ電源が増加するとともに、

新事業として取組んでいる蓄電デバイス（電気二重層キャパシタモジュール）も増加しましたが、大型コンピュ

ータ用等の産業機器用電源は減少しました。この結果、本事業全体での売上高は31億７千万円、営業利益は５千

１百万円となりました。 

 所在地別セグメント業績は次のとおりであります。 

（日本） 

 当第２四半期連結会計期間における売上高は、87億６千２百万円となりました。営業利益は６億８千万円とな

りました。 

（アジア） 

 当第２四半期連結会計期間における売上高は、１億６千万円となりました。営業損失は３千９百万円となりま

した。 
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（2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期

間末に比べ４千９百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末残高は22億１千８百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、３億３千４百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益２億

５千２百万円および売上債権の減少額７億９千６百万円に対して、仕入債務の減少額４億６千１百万円および未

払費用の減少額３億８百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、５千９百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出３千

６百万円およびその他投資による支出２千２百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、２億３千１百万円となりました。これは主に長期借入金の返済８億２千５百

万円に対して、短期借入金の純増額５億９千５百万円によるものであります。 

（3）事業上および財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億２千９百万円であります。な

お、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。  
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（２）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末現在発行
数（株） 

（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年11月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 36,420,538 36,420,538 
東京証券取引所 

（市場第二部） 
－ 

計 36,420,538 36,420,538 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年７月１日～ 
平成20年９月30日 － 36,420,538 － 3,649,580 － 2,840,440 
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（５）【大株主の状況】 

  

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本無線株式会社 東京都三鷹市下連雀五丁目１番１号 9,098 24.98 

日清紡績株式会社 東京都中央区日本橋人形町二丁目31番11号 8,161 22.40 

三菱電機株式会社  東京都千代田区丸の内二丁目７番３号  2,940 8.07 

長野日本無線従業員持株会  長野県長野市稲里町1163番地  1,339 3.67 

富士ゼロックス株式会社  東京都港区赤坂九丁目７番３号  1,145 3.14 

長野日本無線取引先持株会  長野県長野市稲里町1163番地  1,074 2.94 

株式会社光電製作所  東京都大田区多摩川二丁目13番24号  879 2.41 

株式会社北陸銀行  富山県富山市堤町通り一町目２番26号  712 1.95 

佐世保日本無線株式会社  長崎県佐世保市小佐々町黒石339番地39  292 0.80 

ジェイ・アール・シー特機株式会

社  

神奈川県横浜市港北区新吉田東三丁目２番

１号  
292 0.80 

計 － 25,934 71.20 
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（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      6,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,404,000 36,404 － 

単元未満株式 普通株式     10,538 － 
１単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 36,420,538 － － 

総株主の議決権 － 36,404 － 

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

長野日本無線株式

会社 

長野県長野市稲里

町1163番地 
6,000 － 6,000 0.02 

計 － 6,000 － 6,000 0.02 

月別 
平成20年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 144 185 210 174 153 139 

最低（円） 124 138 168 147 130 115 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,557,121 2,642,928

受取手形及び売掛金 8,307,236 10,352,447

製品 714,420 601,970

原材料 1,108,512 917,496

仕掛品 5,898,551 5,467,154

繰延税金資産 457,320 459,638

その他 223,635 266,719

貸倒引当金 △20,575 △19,230

流動資産合計 19,246,222 20,689,123

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  1,709,060 ※1  1,753,569

機械装置及び運搬具（純額） ※1  379,919 ※1  437,792

土地 3,432,429 3,432,429

建設仮勘定 － 2,109

その他（純額） ※1  461,383 ※1  210,991

有形固定資産合計 5,982,792 5,836,892

無形固定資産 38,161 26,363

投資その他の資産   

投資有価証券 382,600 428,235

繰延税金資産 14,913 16,252

その他 263,292 284,154

貸倒引当金 △53,503 △76,298

投資その他の資産合計 607,302 652,344

資産合計 25,874,479 27,204,724
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,209,957 7,950,635

短期借入金 6,281,000 5,840,748

1年内返済予定の長期借入金 2,365,620 2,664,220

未払法人税等 52,942 63,513

未払費用 253,696 253,327

製品保証引当金 19,014 19,014

その他 1,070,093 1,088,093

流動負債合計 17,252,324 17,879,552

固定負債   

長期借入金 3,963,990 5,094,050

退職給付引当金 323,783 295,299

役員退職慰労引当金 6,041 9,089

繰延税金負債 9,071 27,526

再評価に係る繰延税金負債 613,793 613,793

長期未払金 569,329 771,912

その他 207,709 1,230

固定負債合計 5,693,718 6,812,901

負債合計 22,946,043 24,692,453

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,649,580 3,649,580

資本剰余金 2,840,440 2,840,440

利益剰余金 △4,462,662 △4,956,116

自己株式 △1,320 △1,157

株主資本合計 2,026,037 1,532,746

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 13,239 40,421

土地再評価差額金 904,069 904,069

為替換算調整勘定 △14,908 35,033

評価・換算差額等合計 902,399 979,523

純資産合計 2,928,436 2,512,270

負債純資産合計 25,874,479 27,204,724
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 17,085,231

売上原価 14,866,207

売上総利益 2,219,023

販売費及び一般管理費  

荷造及び発送費 186,387

貸倒引当金繰入額 1,006

給料 732,103

退職給付費用 33,949

その他 487,860

販売費及び一般管理費合計 1,441,307

営業利益 777,716

営業外収益  

受取利息 3,336

受取配当金 3,038

受取賃貸料 4,115

為替差益 12,437

その他 10,552

営業外収益合計 33,480

営業外費用  

支払利息 199,567

売上債権売却損 31,594

その他 49,019

営業外費用合計 280,181

経常利益 531,014

税金等調整前四半期純利益 531,014

法人税、住民税及び事業税 33,903

法人税等調整額 3,656

法人税等合計 37,560

四半期純利益 493,453
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

売上高 8,922,703

売上原価 7,786,122

売上総利益 1,136,581

販売費及び一般管理費  

荷造及び発送費 95,868

給料 366,542

退職給付費用 17,271

その他 243,720

販売費及び一般管理費合計 723,402

営業利益 413,179

営業外収益  

受取利息 2,862

受取配当金 978

受取賃貸料 1,768

その他 4,924

営業外収益合計 10,534

営業外費用  

支払利息 92,741

売上債権売却損 17,389

為替差損 21,074

その他 44,595

営業外費用合計 175,799

経常利益 247,914

特別利益  

貸倒引当金戻入額 4,768

特別利益合計 4,768

税金等調整前四半期純利益 252,682

法人税、住民税及び事業税 14,740

法人税等調整額 4,619

法人税等合計 19,359

四半期純利益 233,322
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 531,014

減価償却費 218,992

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,484

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3,048

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21,449

受取利息及び受取配当金 △6,374

支払利息 199,567

売上債権の増減額（△は増加） 1,990,010

たな卸資産の増減額（△は増加） △782,579

その他の流動資産の増減額（△は増加） 29,773

仕入債務の増減額（△は減少） △672,706

未払費用の増減額（△は減少） △11,208

未払消費税等の増減額（△は減少） △105,765

長期未払金の増減額（△は減少） △202,582

その他の流動負債の増減額（△は減少） △572

その他 73,479

小計 1,265,034

利息及び配当金の受取額 6,374

利息の支払額 △207,061

法人税等の支払額 △43,982

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,020,365

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △106,599

その他 △3,267

投資活動によるキャッシュ・フロー △109,867

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 440,252

長期借入金の返済による支出 △1,428,660

自己株式の取得による支出 △163

財務活動によるキャッシュ・フロー △988,571

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,734

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △85,807

現金及び現金同等物の期首残高 2,304,228

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,218,421
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

会計処理基準に関する事項

の変更 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法の

変更  

たな卸資産 

 従来、製品および仕掛品については個別

法および総平均法に基づく原価法により、

また原材料については移動平均法に基づく

原価法によっておりましたが、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日）が適用されたことに伴い、

製品および仕掛品については個別法および

総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により、また原材料については

移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）により算定しております。こ

れにより、当第２四半期連結累計期間の営

業利益、経常利益および税金等調整前四半

期純利益はそれぞれ19,792千円減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

  (2) リース取引に関する会計基準の適用  

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（以下、「所有権移転外ファイナン

ス・リース取引」という）については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっておりましたが、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年３月30日改正））および

「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計

制度委員会）、平成19年３月30日改正））

が平成20年４月１日以後開始する連結会計

年度に係る四半期連結財務諸表から適用す

ることができることになったことに伴い、

第１四半期連結会計期間からこれらの会計

基準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。また、所有権移

転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。これによ

り、リース資産が有形固定資産に275,044

千円、無形固定資産に16,090千円それぞれ

計上されております。なお、営業利益、経

常利益および税金等調整前四半期純利益に

与える影響はありません。 
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【追加情報】 

  

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

 第１四半期連結会計期間から、機械装置の耐用年

数については、法人税法の改正を契機として資産の

利用状況の見直しを行い、一部の資産について耐用

年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更し

ております。これにより、当第２四半期連結累計期

間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期

純利益はそれぞれ2,838千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式    36,420千株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式       6千株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、10,713,498千円

であります。  

 ２ 受取手形割引高は303,029千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、10,716,479千円

であります。  

 ２ 受取手形割引高は553,758千円であります。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

現金及び預金勘定    2,557,121千円

預入期間が３ヵ月を超える定

期預金 
 △338,700千円

現金及び現金同等物    2,218,421千円
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、製造方法および製品の類似性等により下記のとおり区分しております。 

２．会計処理の方法の変更 

 （たな卸資産の評価に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益

が、情報・通信機器で8,645千円、メカトロニクス機器で5,358千円、電源・エネルギー機器で5,788千円そ

れぞれ減少しております。 

３．追加情報 

 （有形固定資産の耐用年数の変更） 

第１四半期連結会計期間から、機械装置の耐用年数については、法人税法の改正を契機として資産の利用

状況の見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更しておりま

す。従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、情報・通信機器で972千

円、メカトロニクス機器で241千円、電源・エネルギー機器で1,593千円、全社で30千円それぞれ減少してお

ります。 

  
情報・通信

機器 
（千円） 

メカトロニ
クス機器  
（千円）  

電源・エネ
ルギー機器 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全

社 
（千円） 

連結 
 （千円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 3,399,779 2,352,152 3,170,771 8,922,703 － 8,922,703 

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － 46,317 46,317 （46,317） － 

計 3,399,779 2,352,152 3,217,089 8,969,021 （46,317） 8,922,703 

営業利益 411,406 183,168 51,263 645,838 （232,659） 413,179 

  
情報・通信

機器 
（千円） 

メカトロニ
クス機器  
（千円）  

電源・エネ
ルギー機器 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全

社 
（千円） 

連結 
 （千円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 6,720,980 4,358,271 6,005,979 17,085,231 － 17,085,231 

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － 96,986 96,986 （96,986） － 

計 6,720,980 4,358,271 6,102,965 17,182,218 （96,986） 17,085,231 

営業利益 732,266 360,251 134,563 1,227,081 （449,365） 777,716 

事業区分 主要製品 

情報・通信機器 通信機器、放送機器、特殊機器、衛星関連機器、情報端末機器 

 メカトロニクス機器  事務用機器、業務用特殊機器、生産設備機器、医用機器 

電源・エネルギー機器 ＯＡ電源、産業機器用電源、特殊電源、標準電源、電子部品 
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【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）１．国または地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア…香港 

３．会計処理の方法の変更 

 （たな卸資産の評価に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益

が、日本で19,792千円減少しております。 

４．追加情報 

 （有形固定資産の耐用年数の変更） 

第１四半期連結会計期間から、機械装置の耐用年数については、法人税法の改正を契機として資産の利用

状況の見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更しておりま

す。従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、日本で2,838千円減少し

ております。 

  日本（千円） 
アジア 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 8,762,178 160,524 8,922,703 － 8,922,703 

(2)セグメント間の内部売上高又は
振替高 8,641 1,718,701 1,727,342 （1,727,342） － 

計 8,770,819 1,879,226 10,650,046 （1,727,342） 8,922,703 

営業利益又は営業損失（△） 680,941 △39,261 641,680 （228,501） 413,179 

  日本（千円） 
アジア 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 16,810,685 274,546 17,085,231 － 17,085,231 

(2)セグメント間の内部売上高又は
振替高 43,151 3,008,838 3,051,990 （3,051,990） － 

計 16,853,836 3,283,385 20,137,222 （3,051,990） 17,085,231 

営業利益又は営業損失（△） 1,264,364 △35,678 1,228,686 （450,969） 777,716 
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【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

 （注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア…香港、台湾、中華人民共和国等 

その他の地域…アメリカ合衆国、イギリス等 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,652,526 79,247 1,731,774 

Ⅱ 連結売上高（千円）     8,922,703 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割
合（％） 

18.5 0.9 19.4 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 2,844,633 362,038 3,206,672 

Ⅱ 連結売上高（千円）     17,085,231 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割
合（％） 

16.7 2.1 18.8 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 80.42円 １株当たり純資産額 68.99円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり四半期純利益金額 13.55円

     
  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり四半期純利益金額 6.41円

     

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

四半期純利益（千円） 493,453 233,322 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 493,453 233,322 

期中平均株式数（千株） 36,415 36,415 
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２【その他】 

 該当事項はありません。 

2008/11/19 15:25:0208507282/長野日本無線株式会社/四半期報告書/2008-09-30



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月７日

長野日本無線株式会社     

取 締 役 会  御中     

  監査法人トーマツ   

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 五十幡 理一郎 印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 小 松  聡  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 杉 田 昌 則 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている長野日本無線株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、長野日本無線株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

報告書に添付する形で別途保管しております。  

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  
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